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分科会・委員会の審査概要 予算決算委員会から議案の審査を分担した各分科会と部門別に
行われた各委員会の審査の概要は以下のとおりです。

市庁舎建て替え430億円は、大規模改修より200億円
借金が多くなる。過大な投資ではないか。非公開で開催
される有識者会議耐震性能分科会が、「耐震性能評価を
行った設計会社」の説明は聞き、「疑問を呈した学識者」
の意見を聞かない検証は公平さを欠くのではないか。
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●消防団員の報酬額の改定などについて
消防団員の報酬額の改定などに伴い、出動報酬が課税
対象となり、新たに確定申告などの必要性が生じること
から、消防団員に向けた説明会を開催するなど丁寧な
対応を求めたい。

●スマートシティ推進経費について
事業の推進には官民連携の取り組みが重要である
ことから、企業からの提案やアイデアを生かしなが
ら、ＶＲなどの新技術を使った魅力的な取り組みを
実現してもらいたい。

●三十五人学級について
指導面や感染対策においても効果的であると思うので、中学
校への導入について、先進的な取り組みとして積極的に検討し
てもらいたい。また、教育の質を向上させる観点から、正規教
員の確保に向けた取り組みを早急に推進してもらいたい。

●消費者教育の推進について
本年四月から成年年齢が引き下げられることに
伴い、若年者の消費者被害の拡大が懸念される
ので、小中学校などにおける消費者教育の推進
を求めたい。

●ヤングケアラー支援体制強化事業について
ヤングケアラーの中には、虐待など緊急支援を要するケースも考えられる
ので、早急な実態把握に努め、必要な支援につなげてもらいたい。また、実
態把握には、日頃から子供の変化に気づきやすい教育現場が最も適してい
ると思うので、教育委員会との連携強化による取り組みを求めたい。

●孤独・孤立対策経費について
潜在的な要支援者が多く存在すると思う
ので、次年度以降、事業拡充による予算措
置や支援体制の構築についてさらなる検
討を求めたい。

●東部環境工場延命化整備事業について
事業計画の策定に当たっては、後々事業費が追加され
ることのないよう、十分な精査を求めたい。また、報道
機関に対しては、計画内容に関し誤解が生じないよう、
明確かつ適切な対応に努めてもらいたい。

●熊本の水ブランディングについて
今般の企業連携による限定オリジナルデザインボトルの制作・販売
を通じた取り組みは高く評価したい。今後、同ボトルが広く市民に普
及するよう積極的な周知・広報に努めるとともに、全国的に展開す
るなど、熊本の水のＰＲにつながるよう取り組みの強化を求めたい。

●飲食店食べ歩き一億円キャッシュバック事業について
制度設計にあたっては、他都市の成功事例を参考にするな
ど、飲食店の利用促進はもとより、食品卸売業や酒類販売
業など関連産業に幅広く効果をもたらすよう、鋭意取り組ん
でもらいたい。

●放置竹林対策について
国の交付金活用によるさらなる取
り組みの推進に向け、制度の周知・
広報に努めてもらいたい。

●熊本市開発許可の基準などに関する条例の一部改正について
本改正は、集落内開発制度指定区域における今後の土地利用に及ぼす影響が大き
く、いまだ市民の理解も十分得られていないことから、地域の実情に配慮した運用
基準などを定めるとともに、適用までの猶予期間を十分に設け、市民への周知と理
解の促進に努めるよう要請する附帯決議を付すことを本委員会で決定した。
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「市民に開かれた窓」として市議会だより
が創刊され10年あまりが経過しました。
その成果を更に広げようと昨年10月の
千原台高校に引き続き、県立大学の学生
さんと意見交換を行いました。議会活動を
一人でも多くの市民に伝えることは私
たちの使命だと考えています。ご意見
ご感想をお待ちしております。
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齊藤博委員 島津哲也委員高瀬千鶴子委員 荒川慎太郎委員 古川智子委員

山本浩之副委員長

締めくくり質疑（令和4年2月21日・3月22日）
令和3年度 熊本市一般会計補正予算

令和3年度 熊本市国民健康保険会計補正予算

● 新型コロナウイルス感染症対策
・生活困窮者自立支援金について
・経済分野における支援策について
・職員体制の確保について

・新型コロナウイルス感染症に係る保険料の減免及び傷病手当金について

・ウィズコロナ・アフターコロナの取り組みについて
・教育情報化推進及び教育関連予算について
・職員採用について
・ごみ収集関連の諸課題について
・小児への新型コロナウイルスワクチン接種について
・令和4年度の事業推進体制について
・会計年度任用職員の処遇について
・財政の中期見通しについて

田中敦　委員

令和４年度 熊本市一般会計予算

過大な投資で借金を増やす市庁舎建て替え
430億円、「疑問を呈する学識者」の意見を
聞かない公正さを欠いた検証
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令和４年度熊本市一般会計予算

令和３年度熊本市一般会計補正予算

熊本市公民館条例の一部改正について

市立高等学校・市立総合ビジネス専門学校改革に伴う関係条例の整備に関する条例の制定について

熊本市立野外教育施設条例の一部改正について

熊本市奨学金条例の一部改正について

熊本市手数料条例の一部改正について

熊本市自転車の安全利用及び駐車対策等に関する条例の一部改正について  

令和３年度熊本市一般会計補正予算

令和３年度熊本市一般会計補正予算
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主な議決結果 各議員の賛否については、熊本市議会ホームページの議員名簿をご覧ください。

可決された意見書 市議会では、国会または関係行政庁に意見書を提出することで、議会としての意思を
表明します。第１回定例会では、６件の意見書が可決（内５件が全会一致）されました。

発議第３号
発議第４号
発議第５号
発議第６号
発議第７号
発議第８号

シルバー人材センターの安定的な事業運営のための適切な措置を求める意見書について

予期せぬ妊娠で悩む人々への十分な対応と生まれてくる子供の権利の両立を図る体制整備の強化を求める意見書について

介護職員の処遇改善に関する手続の簡素化と対象職種の拡大を求める意見書について

主権者教育の充実と投票機会の拡充を求める意見書について

日米地位協定の見直しを求める意見書について

南海トラフ地震、首都直下地震対策を更に強化することを求める意見書について

年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の
整備に関する条例の制定について

女性の居場所の提供など支援の充実質
疑6

女性の就職支援には、各部署からのアイデアの収集や連携により、一層
の支援につながるよう寄り添って進めていただきたい。

医療機関や訪問看護などの現場における従事者の安全確保質
疑1

年末年始に起きた心療内科クリニック放火事件と訪問診療医射殺事件
は、医療・介護関係者に大きなショックを与えた。患者・利用者・その家族
からの不当要求やハラスメントが問題化しており、従事者が安心して働
ける環境が必要。不当要求に対処できる弁護士相談窓口や警察への通
報システムの開設、警備員の同行経費補助などを行うべき。

休日夜間などにおける救急医療体制の確保質
疑2

コロナ禍での医療逼迫は救急医療にも大きな影響を与え
ている。特に産科、小児科などの医師不足は深刻。産科医
などを目指す学生への奨学金や生活支援制度の導入、
医学部の寄附講座への財政援助などを行うべき。

がんサポートセンターの運営質
疑3

熊本市のがんサポートセンターは専任相談員１名、年間の人件費と事務費
併せても110万円程度の予算。これでは、本来の役割を担えているとは思
えない。「認定NPO法人マギーズ東京」の事例を参考にがん相談体制の強
化が必要。

保育士などの処遇改善事業質
疑4

国が進める看護師、保育士などの賃金引き上げ事業に、熊本市立保育園・
幼稚園の保育士・幼稚園教諭だけが対象外となっている。事業実施の判断
基準にバラツキがあり納得性が低い。今後、正確な民間調査を行い、非正
規の保育士職員なども含め処遇改善を行うべき。

子宮頸がんワクチン接種の周知について質
疑7

希望者が迅速に対応できるよう、接種対象者全員への個別通知をお願い
したい。 ※発議第３号～７号は、

　全会一致で
　可決されました。

※

※「－」については、欠席

指導面や感染対策においても効果的であると思うので、中学
校への導入について、先進的な取り組みとして積極的に検討し
てもらいたい。また、教育の質を向上させる観点から、正規教

議員定数や区ごとの定数の見直しを検討しました

詳しい会議日程は熊本市議会ホームページをご覧ください。６月１0日(金)～６月２９日(水)第2回定例会は、

本市議会では、令和３年１２月１７日に「議員定数等
のあり方検討会」を設置し、議員定数及び各選挙区
選出議員数のあり方について協議しました。

〇定数の算出には、法の趣旨に沿って令和２年の国勢調査人口に応じた形と
　すべきである。
〇これまでの議員数の削減により、代表者が不在となった地域の現状等に
　鑑み、地域の声を市政に反映させるためには、現行の定数が適正と考える。
〇コロナ禍の中、議会としても身を削る姿勢を示すべきであり、中央区は増員
　せずとも、現行の11人で市民の付託に応えることができるのではないか。

主な意見

【 議員定数等のあり方検討会 設置期間 】
令和３年１２月１７日～令和４年３月１７日

【 各区選出議員数 】（合計48人）

現　行
中央区 東区 西区 南区 北区
11人 13人 6人 8人 10人

12人 12人 6人 9人 9人改正後

【 結論 】全会一致
〇議員定数については、現行の48人とする。
〇各区選出議員数については、令和２年の国勢調査人口を基に、
　中央区と南区は、それぞれ１人増やし、東区と北区は、それぞれ
　１人減らし、２増２減とする。なお、西区については、現行の６人とする。
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